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東横線と営団１３号線との相互直通運転

＜ 相互直通運転の意義 ＞

◇ 東横線の重要度が向上

・ 「副都心と横浜を結ぶ軸」の一部を形成することで、

広域鉄道ネットワークの中での位置づけが高まる。

◇ 東横線地下化に伴う既存線路跡地の活用

・ 渋谷駅周辺の整備をもって、渋谷の魅力が高まる。

＜ 相互直通運転実施に向けた工事 ＞

◇ 工事区間 ： 渋谷駅～代官山駅間 約１．５㎞

◇ 工事内容 ： 地下化工事

◇ 工 期 ： ２００２年４月着工

～２０１５年３月竣工予定

◇ 工 事 費 ： ７６０億円

＜ 計画路線図 ＞
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東急百貨店 「事業改革計画」 見直し

＜ ２０００年 １月策定 「 事業改革計画 」＞
「 ２００２年 １月期 計画 」

＜ ２００２年 ２月２７日 発表 ＞
「 ２００２年 １月期 見込 」

連 結 単 体 連 結 単 体

営業利益 １３０ ６０ ７３ ４８
当期利益 ６９ ３８ －１０８ －１１１

売上高 ４，５７０億円 ２，４５６億円 ４，５８３億円 ２，５０５億円

２００５年１月期２００５年１月期 修正計画値修正計画値

繰越欠損金を一掃繰越欠損金を一掃

復配を目指す復配を目指す
営業利益営業利益

当期利益当期利益

売上高売上高

連連 結結

１２０１２０

３５３５

４，３２４４，３２４億円億円

単単 体体

９２９２

２５２５

２，５２２２，５２２億円億円

２

＜ 「 事業改革計画 」 見直し ＞

① 百貨店本業の事業構造の改革
② 連結収益構造の抜本的改善

・ 営業施策の強化および充実

・ 物流等の間接部門をアウトソーシング

・ ３５０億円規模の資産売却の実施

・ ３４社ある子会社等を一年間で２５社以下へ数値目標の修正



１９９８年１２月策定
経営再建計画 （2000年3月期～2002年3月期） 実績予想

東急建設「再生計画」

計 画 値 予 想 値

① 収益構造の改革

・受注高累計額 ９,０００ ９,７４９

・完成工事総利益累計額 ９２７ ９２３

・本業営業利益累計額 ３３１ ３３２

② 損失処理 ９２０ １,２２５

（ うち、不動産関連 ） （ ２１２ ） （ ５０６ ）

③ 有利子負債残高 ２,９５８ ２,７９５

< 策定時 ３,９６８億円 > < ２００４年３月末目標 > < ２００１年3月末実績 >

（単位：億円）＜ ３ヵ年累計額 ＞

（単位：億円）＜ 計画最終年度 （２００２年３月期）＞

・受 注 高 ３,０００ ３,２９９

・完成工事総利益 （利益率） ２８６ （ ９.１％） ２５９ （ ７.６％）

土 木 （利益率） １３９ （ １３.４％） １７５ （ １４.９％）

建 築 （利益率） １４７ （ ６.９％） ８４ （ ３.８％）

・一般管理費 （完工比率） （半減）１７１ （ ５.３％） １８８ （ ５.５％）

・本業営業利益 １１５ ７０

・期末社員数 （策定時 ４,３２９名） ２,７５０名 ２,７８２名

計 画 値 予 想 値

※ 計画策定時は、完成工事総利益３００億円、一般管理費１６５億円と設定していたが、退職給付会計基準変更時差異償却額等
を実際の会計処理にあわせて計画数値を修正している ３



２００２年２月策定 再生計画（Ｐｒｏｆｉｔ計画）
東急建設「再生計画」

＜ 全体計画 ＞

再再 生生 計計 画画 （Ｐｒｏｆｉｔ計画）（Ｐｒｏｆｉｔ計画）全体計画全体計画

ⅠⅠ. . 事業再生計画事業再生計画 ⅡⅡ. . 財務基盤再生計画財務基盤再生計画基本計画基本計画

建築事業の収益構造改革
による企業再生

（東急グループに依存しない
健全で独立した企業へ）

特定建設業許可更新と

経営環境の変化への備え
基本戦略

＜ 業績目標 ＞

２００５年３月期の業績目標を以下のとおり設定する
(1) 連結営業利益 1４０億円以上

(2) 連結営業利益率 ４％以上

(3) 連結有利子負債残高 ２,０００億円未満（単体同額）

４



財務基盤再生計画－１
東急建設「再生計画」

＜＜ 特定建設業許可更新特定建設業許可更新 ＞＞

①① 特定建設業許可更新のため、２００２年３月３１日現在の欠損の額特定建設業許可更新のため、２００２年３月３１日現在の欠損の額

（概算３４３億円、ただし第三者割当増資を考慮しない）につき、（概算３４３億円、ただし第三者割当増資を考慮しない）につき、

株式数の減少を伴わない減資を実施する。株式数の減少を伴わない減資を実施する。

②② 法定準備金の取崩しと減資により、欠損金を一掃する。法定準備金の取崩しと減資により、欠損金を一掃する。

欠損比率クリア ⇒ 株式併合を伴わない減資により欠損の額を解消する

＜＜財務基盤強化＞財務基盤強化＞

①① 資本増強による自己資本の充実（自己資本比率資本増強による自己資本の充実（自己資本比率1010．．66％）。％）。

②② 将来の経営環境の変化（市場、会計制度など）に備える。将来の経営環境の変化（市場、会計制度など）に備える。

第三者割当増資５００億円を実施し、将来の経営環境の変化に備える

５



財務基盤再生計画－２
東急建設「再生計画」

＜ 東急建設単体 ＞
(単位：百万円）

資本の部
資本政策実行前

2002年 3月期予想

資本金 46,129

法定準備金 71,521

〔資本準備金〕 68,084
〔利益準備金〕 3,437

欠損金 －105,875

〔任意積立金〕 21,078
〔当期未処理損失〕 －126,954

資本合計 11,775

欠損の額 －34,353

欠損比率 74.5%

※ ２００２年３月期予想には当期利益予想額の５億円を織り込んでいる ６

３年間の利益、工事進行基準の全面適用、税効果会計等で３年間の利益、工事進行基準の全面適用、税効果会計等で
将来の経営環境の変化に備える将来の経営環境の変化に備える

（単位：百万円）

資本の部資本の部 資本政策実行後資本政策実行後

資本金資本金 36,78536,785

法定準備金法定準備金 --

〔〔資本準備金資本準備金〕〕 --
〔〔利益準備金利益準備金〕〕 --

欠損金欠損金 --

〔〔任意積立金任意積立金〕〕 --
〔〔当期未処理損失当期未処理損失〕〕 --

その他の剰余金その他の剰余金 25,01025,010

資本合計資本合計 61,79561,795

① 減資 ３４３億円（概算）

② 任意積立金

法定準備金 全額取崩し

③ 第三者割当増資

５００億円



事業再編後のマネジメント

•東急グループコーポレート会議による意思決定システムの継続

•東京急行電鉄によるガバナンス体制の堅持

＜ 第一次リストラ （ ２００３年 ３月まで ）＞

◇ 東急グループを事業別に再編

◇ 健全性回復を目的としたグループ経営目標

＜ 有利子負債 ／ ＥＢＩＴＤＡ倍率 ＝ １０倍以下 ＞

＜ 第二次リストラのテーマ ＞

◇ 収益性、成長性、株主価値最大化を見据えた事業構造改革

◇ 収益性向上を目的とした連結ベースおよび連結セグメントベースでの経営目標
＜ 全 体 目 標 ＞

・ ＥＢＩＴＤＡと株式時価総額を考慮した他社比較が可能となる指標

＜ セグメント目標 ＞

・ 個別セグメントの収益性・成長性・経営効率等を明確に示す指標

・ インセンティブとして活用しやすい、わかりやすい指標
７


	プレゼンテーション資料
	目　次
	東横線と営団１３号線との相互直通運転
	東急百貨店 「事業改革計画」 見直し
	１９９８年１２月策定経営再建計画 （2000年3月期～2002年3月期） 実績予想
	２００２年２月策定　再生計画（Ｐｒｏｆｉｔ計画）
	財務基盤再生計画－１
	財務基盤再生計画－２
	事業再編後のマネジメント

